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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

第 1 0 7 回 定 時 株 主 総 会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

●連結計算書類
「連結注記表」

●計算書類
「個別注記表」

第107期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
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連結注記表

連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
1．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数　　23社

主要な連結子会社の名称
　「事業報告」の「1 企業集団の現況 （3）重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。
　Pacific Woodtech Corporationは、第三者割当増資に伴い当社の議決権所有割合が減少したため、当連結会計年度よ
り連結の範囲から除外し、持分法適用の範囲に含めております。また、ダイケンホーム＆サービス㈱については、清算結
了したため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

2．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数及び会社の名称

持分法を適用した関連会社の数　　2社
会社の名称

㈱岡山臨港
Pacific Woodtech Corporation

　Pacific Woodtech Corporationは、第三者割当増資に伴い当社の議決権所有割合が減少したため、当連結会計年度よ
り連結の範囲から除外し、持分法適用の範囲に含めております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等
該当事項はありません。

3．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平
均法により算定しております）を採用しております。

市場価格のない株式等………………　主として移動平均法による原価法を採用しております。
②　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ……………………………　時価法を採用しております。
③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産…………………………………　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）により算定しております。
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①　有形固定資産………………………
（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

②　無形固定資産………………………
（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（5年）に基づいております。

③　リース資産…………………………　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

①　貸倒引当金…………………………　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

②　賞与引当金…………………………　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。

③　製品保証引当金……………………　主として製品の引渡後に発生する費用支出に備えるため、保証期間内における補修費
用の見込額を計上しております。

④　訴訟損失引当金……………………　訴訟案件の将来発生する可能性のある偶発損失に備えるため、合理的に算定した損失
見込額を計上しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

(3) 引当金の計上基準

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基
準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額
法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として
10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足
する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①　商品及び製品の販売
　建材事業においては、木質内装建材及び住宅機器の製造販売を行っております。また、素材事業においては、インシュレ
ーションボード、ダイロートン、ダイライト、畳おもて、ＭＤＦ及び単板の製造販売を行っております。国内の顧客への商
品及び製品の販売については、出荷時から商品及び製品の支配が顧客に移転される時までが短期間であるため、出荷時点に
おいて収益を認識しております。また、国外の顧客への商品及び製品の販売については、輸出の取引条件によりリスクが顧
客に移転する時点で収益を認識しております。

②　工事契約
　エンジニアリング事業においては、ビル・マンション・店舗・文教施設等の内装工事等を行っております。工事の着工か
ら完成（引渡）までの期間において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる工事については、一定の
期間にわたり充足される履行義務について収益を認識し、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない
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が、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる工事については、履行義務の充足に係る進捗度
を合理的に見積ることができる時まで、原価回収基準により収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度
の見積りについては、工事契約ごとの投入原価が履行義務の充足に係る進捗度を反映すると判断し、投入原価に基づくイン
プット法によっております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、発生年度以降20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって均等償却をしております。

(7) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　繰延資産の処理方法

　社債発行費は償還までの期間にわたり定額法により償却を行っております。
②　ヘッジ会計の方法

ａ．ヘッジ会計の方法………………　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約及び通貨オプションについては
振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の
要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象………　為替予約及び通貨オプションを手段とし、外貨建債権債務及び外貨建予定取引を対象
としております。金利スワップを手段とし、借入金を対象としております。

ｃ．ヘッジ方針………………………　当社の内部規定である「金融派生商品管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジ
しております。

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法………　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシ
ュ・フロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にし
て、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、特例処理によっております金利スワッ
プについては有効性の評価を省略しております。

③　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な
お、在外連結子会社の資産及び負債は、子会社の決算日又は仮決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用に
ついては期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて
おります。

4．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、大建工業（寧波）有限公司及び大建阿美昵体（上海）商貿有限公司の決算日は12月31日であり、連結計算
書類の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。また、PT.DAIKEN 
DHARMA INDONESIAの決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用してお
ります。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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当連結会計年度

のれん 10,145

当連結会計年度

有形固定資産 39,765

無形固定資産 13,506

重要な会計上の見積りに関する注記
1．のれんの減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、子会社の取得時に生じたのれんについて、事業計画の達成状況等をもとに減損の兆候を識別しておりま
す。減損の兆候があるグルーピング単位について、取締役会で承認された事業計画を基礎として割引前将来キャッシュ・フロ
ーを見積り、当該グルーピング単位から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。事業計画や市場環境の変化により、見積りの
前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、減損処理が必要となる可能性があります。

2．固定資産の減損
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られ
る割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として計上しております。事業計画や市場環境の変化により、見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、減
損処理が必要となる可能性があります。
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売掛金 486百万円
商品及び製品 159
原材料及び貯蔵品 2,299
建物及び構築物 24
土地 198

計 3,170

１年内返済予定の長期借入金 12百万円
長期借入金 32

計 44

その他（投資その他の資産）  20百万円
2．有形固定資産の減価償却累計額 103,708百万円
3．偶発債務

債権流動化に伴う買戻し義務 166百万円

連結貸借対照表に関する注記
1．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

（2）担保に係る債務

（3）宅地建物取引業に伴う供託
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普通株式 27,080,043株

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

2022年6月24日  定時株主総会 普通株式 1,433 55円00銭 2022年3月31日 2022年6月27日
2022年11月11日  取締役会 普通株式 1,303 50円00銭 2022年9月30日 2022年12月8日

計 2,736

①　配当金の総額 1,564百万円
②　1株当たり配当額 60円00銭
③　基準日 2023年3月31日
④　効力発生日 2023年6月26日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

2．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2023年6月23日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

金融商品に関する注記
1．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な余資
は、安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述す
るリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うに
あたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジし
ております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが6か月以内の支払期日であります。一部外貨建てのも
のについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
　借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、
償還日は最長で決算日後5年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利
スワップ取引）を利用してヘッジしております。
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　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引、借
入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引、電力料の変動リスクに対するヘッジを目的
としたエネルギーデリバティブ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの
有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記「3．会計方針に関す
る事項 (7) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 ②ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理のガイドラインに従い、営業債権について、各事業部門及び与信管理担当部門が取引先の信用状況を定
期的に把握し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。連結子会社についても、当社の与信管理のガイドラインに準じて、同様の管理を行っております。
　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認
識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物為替予
約を利用してヘッジしております。また、当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取
引を利用しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘
案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、担当部署が決裁担当者
の承認を得て行っております。なお、一部の連結子会社は当社の管理規程に従い、同様の管理を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社及び一部を除く連結子会社は、資金調達の合理化を目的としてCMSを導入しており、各部署及び連結子会社からの報
告に基づき、財務担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管
理しております。なお、一部の連結子会社は自社で資金調達を行っており、当社と同様の管理を行っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変
動することがあります。

－ 7 －
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連結貸借対照表計上額
（百万円） 時　価（百万円） 差　額（百万円）

(1) 投資有価証券(※2) 8,270 8,270 －

資産計 8,270 8,270 －

(1) 社債 5,000 5,015 15

(2) 長期借入金 13,317 13,312 △5

負債計 18,317 18,327 10

デリバティブ取引（※3） 10 10 －

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 11,350

2．金融商品の時価等に関する事項
　2023年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(※1）「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、「短期
借入金」、「未払金」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を
省略しております。

(※2）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のと
おりであります。

(※3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については△で示
しております。

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定に係るインプット
を用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル
のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

－ 8 －
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 8,270 － － 8,270

デリバティブ取引
通貨関連 － 153 － 153

資産計 8,270 153 － 8,424
デリバティブ取引

通貨関連 － 25 － 25
電力関連 － 117 － 117

負債計 － 142 － 142

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
社債 － 5,015 － 5,015
長期借入金 － 13,312 － 13,312
負債計 － 18,327 － 18,327

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル1の時
価に分類しております。

デリバティブ取引
　為替予約及び電力先物取引の時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しており、レベル2の時価に
分類しております。

社債
　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価
値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法に
より算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額 時価

2,944 3,394

報告セグメント
その他
(注)

合計
素材事業 建材事業

エンジニアリ
ング事業

計

 売上高
 　一時点で移転される財
 　一定の期間にわたり
 　移転される財

97,681 93,000 9,427 200,110 13,221 213,331

－ － 15,304 15,304 － 15,304

 　顧客との契約から生じる収益 97,681 93,000 24,732 215,414 13,221 228,636

 　その他の収益 － － 24 24 166 190

 　外部顧客への売上高 97,681 93,000 24,756 215,438 13,387 228,826

賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、福島県その他の地域において、賃貸用不動産（土地、建物及び構築物等含む。）を有して
おります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円)

 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
２．時価は、主として固定資産税評価額から算定した公示価格相当額及び自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行

ったものを含む。）であります。

収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 （単位：百万円)

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合板等の商品の仕入販売等を含んでおります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 3.会計方針に関する事項 （5）収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりであります。

－ 10 －
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1株当たり純資産額 3,203円58銭
1株当たり当期純利益 396円10銭

1株当たり情報に関する注記

その他の注記
（記載金額に関する注記）
　連結計算書類中の記載金額は、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を除き、表示数値未満の端数を切り捨てて表示し
ております。
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(1) 有形固定資産……………………………
（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産……………………………
（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお
ける利用可能期間（5年）に基づいております。

(3) リース資産………………………………　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(1) 貸倒引当金………………………………　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

(2) 賞与引当金………………………………　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してお
ります。

(3) 製品保証引当金…………………………　主として製品の引渡後に発生する費用支出に備えるため、保証期間内における補修
費用の見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金…………………………　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
させる方法については、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理しております。

(5) 訴訟損失引当金…………………………　訴訟案件の将来発生する可能性のある偶発損失に備えるため、合理的に算定した損
失見込額を計上しております。

個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
1．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式…………　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております）を採用しております。

市場価格のない株式等………………　移動平均法による原価法を採用しております。
(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ……………………………　時価法を採用しております。
(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産…………………………………　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）により算定しております。

2．固定資産の減価償却の方法

3．引当金の計上基準

－ 12 －
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4．収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　　商品及び製品の販売

　建材事業においては、木質内装建材及び住宅機器等の製造販売を行っております。また、素材事業においては、インシュレ
ーションボード、ダイロートン及びダイライト等の製造販売、畳おもて及びＭＤＦ等の仕入販売を行っております。国内の顧
客への商品及び製品の販売については、出荷時から商品及び製品の支配が顧客に移転される時までが短期間であるため、出荷
時点において収益を認識しております。また、国外の顧客への商品及び製品の販売については、輸出の取引条件によりリスク
が顧客に移転する時点で収益を認識しております。

5．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 繰延資産の処理方法

　社債発行費は償還までの期間にわたり定額法により償却を行っております。
(2) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
(3) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法……………　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約及び通貨オプションについては振当
処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満
たしている場合は特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象……　為替予約及び通貨オプションを手段とし、外貨建債権債務及び外貨建予定取引を対象とし
ております。金利スワップを手段とし、借入金を対象としております。

③　ヘッジ方針……………………　当社の内部規定である「金融派生商品管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジして
おります。

④　ヘッジ有効性評価の方法……　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フ
ロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有
効性を評価しております。ただし、特例処理によっております金利スワップについては有効
性の評価を省略しております。

(4) 退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と
異なっております。

－ 13 －



2023/05/25 12:10:05 / 23989613_大建工業株式会社_招集通知

個別注記表

当事業年度

関係会社株式 31,606

当事業年度

有形固定資産 24,628

無形固定資産 2,828

重要な会計上の見積りに関する注記
1．関係会社株式の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、関係会社株式について、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合には、回復可能性が十分
な証拠によって裏付けられる場合を除いて、減損処理を行います。実質価額の著しい低下の判断及び回復可能性の判断は、対
象となる関係会社の財政状態、事業計画の達成状況、取締役会で承認された事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローの
見積り等をもとに行っておりますが、事業計画や市場環境の変化により、見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場
合、減損処理が必要となる可能性があります。

2．固定資産の減損
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　(1) の金額の算出方法は、連結計算書類「連結注記表 重要な会計上の見積りに関する注記 2．固定資産の減損」の内容と同
一であります。
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その他（投資その他の資産） 20百万円
2．有形固定資産の減価償却累計額 50,668百万円

大建工業（寧波）有限公司 252百万円
Pacific Woodtech Corporation 833

計 1,085

債権流動化に伴う買戻し義務 166百万円

㈱ダイフィット 22百万円
㈱ダイウッド 101
セトウチ化工㈱ 33
富山住機㈱ 54
㈱テーオーフローリング 12
㈱ダイタック 320
会津大建加工㈱ 22
ダイケンエンジニアリング㈱ 1

計 569

短期金銭債権 3,677百万円
短期金銭債務 10,305

営業取引による取引高 32,808百万円
営業取引以外の取引による取引高 376

普通株式 1,008,155株

貸借対照表に関する注記
1．担保に供している資産

宅地建物取引業に伴う供託

3．保証債務
　下記会社の銀行借入金に対し、次のとおり保証を行っております。

4．偶発債務

関係会社の一括支払信託債務に対する併存的債務引受

5．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

－ 15 －
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（繰延税金資産）
固定資産の減損 99百万円
投資有価証券評価損 604
賞与引当金 536
製品保証引当金 121
退職給付引当金 1,830
繰越欠損金 468
その他 1,419
繰延税金資産小計 5,082

評価性引当額 △1,214
繰延税金資産合計 3,867

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △1,278
退職給付信託設定益 △538
その他 △529

繰延税金負債合計 △2,346
繰延税金資産の純額 1,521

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備の一部、営業用自動車、電子計算機及びその周辺機器については、
所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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種　類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

子会社 ㈱ダイフィット 所有
直接 100.0％

商品の購入
役員の兼任 商品の購入（注1） 2,878 買掛金 1,981

子会社 セトウチ化工㈱ 所有
直接 100.0％

商品の購入
役員の兼任 商品の購入（注1） 2,037 買掛金 2,054

子会社 ダイケンエンジニア
リング㈱

所有
直接 100.0％

製品の販売
資金の預り
役員の兼任

利息の支払（注2）
資金の預り

25
12 預り金 1,914

子会社 ㈱パックシステム 所有
直接 100.0％

製品の販売
資金の貸付
役員の兼任

利息の受取（注2）
資金の貸付

49
394 関係会社短期貸付金 4,145

種　類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

その他の
関係会社
の子会社

伊藤忠建材㈱ － 製品の販売
商品の購入

製品の販売（注）
商品の購入（注）

14,624
12,515

電子記録債権
買掛金
電子記録債務

4,481
1,794
4,506

関連当事者との取引に関する注記
1．子会社及び関連会社等

(単位：百万円)

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）子会社の製造原価等を勘案して双方で協議のうえ決定しております。
（注2）当社の調達金利及び市場金利を勘案して決定しております。

2．兄弟会社等
(単位：百万円)

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）仕入原価等を勘案して双方で協議のうえ決定しております。

収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記　4．収益及び費
用の計上基準」に記載のとおりであります。
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個別注記表

1株当たり純資産額 2,386円65銭
1株当たり当期純利益 296円04銭

1株当たり情報に関する注記

その他の注記
（記載金額に関する注記）
　計算書類中の記載金額は、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を除き、表示数値未満の端数を切り捨てて表示してお
ります。
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